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研究成果の概要（和文）：　本研究では、実験データの分析から、ナッジの手法に基づいて防犯教育動画の視聴
者数を多く示すほど視聴が促されること、防犯講座に参加した経験があるほど、防犯行動の実施意図が高まり、
実施意図を介して防犯行動が促進されることが明らかになった。また、防犯教室受講、スマートフォン画面のな
がら歩き行動に対するリスク知覚により、ながら歩きを抑制しようとする行動意図が促進されることが量的調査
から明らかになった。一方、量的調査から、防犯行動が充分には実施されていないことや防犯リテラシーを向上
させる上での課題が示されたほか、質的調査により、外出時の路上のほかネット空間が生活場面での脅威として
明らかになった。

研究成果の概要（英文）：   The analysis of the experimental data in this study revealed that the 
greater the number of viewers indicated in the crime prevention educational videos based on nudge 
method, the more they were encouraged to watch the crime prevention educational videos, and that the
 more they had attended crime prevention classes in the past, the higher their intention to 
implement crime prevention behaviors and the more they were promoted to do so through their 
implementation intentions. In addition, the quantitative survey revealed that participation in crime
 prevention classes and perceived risk for watching smartphones while walking promote behavioral 
intentions to curb watching smartphones while walking. On the other hand, the quantitative survey 
revealed that crime prevention behaviors are not fully implemented and that there are issues in 
improving crime prevention literacy.

研究分野： 犯罪社会学

キーワード： 犯罪被害予防　若年女性　高等教育　防犯教室　防犯行動　犯罪不安　リスク認知　ナラティブ分析
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究では、防犯行動を規定する要因に関する基礎知見を得ることで、防犯教室などでの防犯教育手法の手が
かりとなることを志向して、研究を実施した。また、社会心理学的な実験研究の結果や質的研究による当事者の
主観的世界観についての結果を活用することで、若年女性が受容しやすく効果的な防犯教育手法を支援するため
の実践的な研究を実施した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
若年女性の性犯罪の被害の危険因子として、夜間や酔った状態で屋外で過ごすというライフ

スタイルを、海外では多数の研究が指摘している。他方、性犯罪被害防止に関する海外の教育プ
ログラムでは、護身や抵抗に関するものが多いほか、パーティーの際の薬物摂取・酩酊状態にお
ける知人からの加害行為を防ごうとするものが多い。一方で、被害を未然に防ぐためのライフス
タイルを教える防犯教育や安全指導者に対する研修が本来重要であるものの、そうした機会が
不足していること、被害に遭う確率を楽観的に推定する楽観認知などのために防犯行動が取ら
れづらいことが指摘されている。 
研究開始時点において、国内では性犯罪の被害の背景にある危険因子、保護因子について若年

女性のライフスタイルに即した実証的な検討が不足していたこと、若年女性を対象とする防犯
教育を行動につなげるために改良の余地があることをふまえ、研究を構想した。  
本研究では、防犯教育手法を実装するにあたって、若年女性が受容しやすく効果的な防犯教育

手法を支援するための実践的な観点も重視した。そこで、危険因子・保護因子の被害への影響の
強さに関する基礎知見を得ることで、質的研究による当事者の主観的世界観や楽観認知に関す
る社会心理学的な実験研究の成果が、防犯教室などでの防犯教育手法の手がかりとなることを
志向して、研究を開始することとした。これらを通じて、本研究では、高等教育機関等に在学す
る女性の多様なライフスタイルに適する形で安全確保を実現するために、学際的共同研究を通
じて、実証的な知見、実践的な知見を得ることが必要であると考えた。 

 
２．研究の目的 
本研究では、①若年女性の防犯行動に影響する要因の実証的な解明、②若年女性の危険認識や

犯罪不安の量的・質的分析、③防犯行動や危険回避行動を促進するための防犯教育手法の検討を
行うことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
初年度に、防犯教室における量的調査や実験の準備段階として、ライフスタイル・日常活動と

被害・防犯行動に関する文献検討を行うなどして、その後の調査項目、実験条件の策定に反映さ
せるための準備を整えた。また、大学生等の在学者に対する質的調査や量的調査の準備段階とし
て、以前から研究代表者、研究分担者らが実施してきた防犯教育や防災ワークショップを手がか
りに、防犯教育の場合に課題となる危険認識や危険回避行動に関する論点を整理した。大学生等
に対するインタビュー、ジェンダーの専門家等へのヒアリングを行うとともに、質的調査を分析
するための観点や方法論に関する検討を行った。 
その上で、以下の通り、研究 1から研究 5を、研究代表者、研究分担者が連携し、意見交換の

もとで実施した。 
研究 1は、防犯教室受講者を対象とする防犯教室調査であり、受講の前後での防犯意識やリス

ク知覚を検討した。 
研究 2は、若年女性を対象とする横断的な量的調査であり、防犯行動の行動変容の要因や犯罪

不安の規定要因を検討した。 
研究 3は、若年女性を対象とするウェブ実験であり、ナッジの手法に基づいて社会規範の喚起

が防犯行動の実施意図や防犯行動の促進に影響するかを検討した。 
研究 4は、女子大学生を対象とする横断的な量的調査であり、防犯についての知識や備えなど

のリテラシー、多様な場面での犯罪不安、防犯行動の背景要因について検討した。 
研究 5は、女子大学生を対象として、COVID-19 の感染拡大前に実施した対面での質的調査や、

その後のオンラインインタビューによる質的調査であり、危険な場面についての脅威認知や犯
罪不安、危険回避について検討した。 
 
４．研究成果 
研究 1では、防犯教室受講者を対象とする防犯教室調査を実施し、防犯教室の受講による変化

を分析した。分析結果にもとづき、防犯教室の受講により防犯行動の実行意図が高まったこと、
受講者の中でも 23 歳から 27 歳の年齢層で危険認識の変化量が大きいことが明らかになった。
防犯教室調査の結果の概要や防犯教育の効果を高める方策を総説で紹介した。 
研究 2では、若年女性を対象とする横断的な量的調査を実施し、防犯行動について、行動変容

の要因を分析した。高校在学時までの防犯教室受講、ながら歩き行動に対するリスク知覚により、
ながら歩きを抑制しようとする行動意図が促進されることなど、予防行動の実践面が分析から
明らかになった。また、犯罪不安やリスク認知に関する先行研究を幅広く収集し、整理・検討し
た上で、既収集データの分析にもとづき、犯罪不安の規定要因について論文にまとめた。具体的
には、先行研究と同様に、地域環境への認知、リスク認知が犯罪不安に与える影響が大きいこと
が示されたほか通勤・通学の移動パターンを考慮した上での防犯情報発信や防犯対策の必要性
が示唆された。そのほか、犯罪対策を講じる上での基礎となる犯罪等の行為者に関する先行研究



における学説や実証的知見を整理する総説を執筆した。 
研究 3では、若年女性を対象とするウェブ実験を以下の通り実施し、ナッジの手法に基づいて

社会規範の喚起が防犯行動の実施意図や防犯行動の促進に影響するかを分析した。まず、情報提
示が防犯行動意図等に及ぼす影響に関する実験研究の検討を進め、ナッジに基づく情報提示の
効果の検討を行った。具体的には、大学生を対象に、web 画面を通じて情報を提示する実験を予
備的に実施した結果、社会規範や損失回避の情報を単に提示するだけでは、性犯罪の予防行動の
促進にまでは至らない可能性が示唆された。次に、非意識性に注目し、ナッジの手法を用いて非
意識的な社会規範を喚起することが防犯動画の視聴に与える影響を、Web を用いた質問紙実験で
検証した。分析の結果、ナッジの手法に基づいて当該教育動画の視聴者数を多く呈示する（非意
識的な社会規範の喚起）ほど、防犯動画の視聴が促されることが示された。また、過去に防犯講
座に参加した経験があるほど、防犯行動の実施意図が高まり、実施意図を介して防犯行動が促進
されることが明らかになった。そのほか、防犯の情報発信や働きかけの基礎となる心理学理論を
総説で紹介した。 
研究 4では、女子大学生を対象とする横断的な量的調査を実施し、防犯についての知識や備え

などのリテラシー、多様な場面での犯罪不安や地域環境評価、防犯行動の背景要因について検討
した。分析の結果、痴漢や性犯罪の不安が高く、また被害に遭遇した回答者のうち約 5割が痴漢
被害を経験していた。リテラシーや防犯意識、防犯行動の水準を向上させるために、対象者のラ
イフスタイルに合わせた防犯教室の設計と効果測定の必要性が示唆された。そのほか、防犯・防
災分野に共通するリテラシーを総説で紹介した。 
研究 5 では、女子大学生を対象として、COVID-19 の感染拡大前に実施した対面での質的調査

や、その後のオンラインインタビューによる質的調査を実施し、危険な場面についての脅威認知
や犯罪不安、危険回避について検討した。まず、COVID-19 の感染拡大前に実施した対面での質
的調査では、犯罪不安と防犯行動との結びつきが示された。また、地域環境評価等について、従
来よりも多角的に測定するための尺度の必要性が示唆されたため、研究 4 での横断的な量的調
査に反映させた。次に、COVID-19 の感染拡大がおおむね収束を見せてきた 2022 年度に、オンラ
インでの質的調査を実施し、COVID-19 の感染拡大による自粛生活の緩和後にリスクが高いと感
じる状況や防犯対策などを尋ねた。リスクが高いと感じる状況として、外出時の路上のほか、ネ
ットによる異性からの勧誘やマルチ商法、詐欺といったネット空間の脅威が明らかになった。 
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